
２．事業の実施場所
\ 業務内容に関する記載

住所 当該場所で実施された業務内容

] 従業員に関する記載
Ë 区域外事業所において使用された従業員の数

区域外事業所において使用された従業員の
数

左欄に計上する従業員が使用された事業の実
施場所（区域外事業所に限る。）の住所

ô 本店又は主たる事務所及び区域外事業所以外の事業所において常時使用された従業員の数

本店又は主たる事務所及び区域外事業所以
外の事業所において常時使用された従業員

左欄に計上する従業員が常時使用された事業
の実施場所の住所

~ Ë及びôの表に計上するすべての従業員について、本報告書の提出の日の属する事業年度
の前年度に作成された賃金台帳（労働基準法第108条に規定する賃金台帳をいう。）の写しを、
各事業所ごとに取りまとめて添付すること。

@ 内訳

設備名 設置地 取得年月日 取得価額 用途 事業内容

ô 〇〇年度
ü 設備投資実績額 小計〇〇百万円
@ 内訳

設備名 設置地 取得年月日 取得価額 用途 事業内容
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３．指定法人事業実施計画期間及び指定の有効期間
４．前年度における事業の実施状況
５．前年度における収支決算
６．事業の用に供する機械及び装置、建物及びその附属設備並びに構築物の取得又は製作若しくは建
設（以下「設備投資」という。）に関する実績
\ 指定法人事業実施計画期間全体における設備投資予定額 総計〇〇百万円
] 年度別内訳
Ë 〇〇年度
ü 設備投資実績額 小計〇〇百万円

ト 各 積 立 て 年 度 に お い て 、 区 域 外 事 業 所 を 有 す る 場 合 に お け る 本 店 又 は 主 た る 事 務 所 及 び 区 域

外 事 業 所 以 外 の 事 業 所 に お い て 常 時 使 用 さ れ る 従 業 員 の 数 が 、 区 域 外 事 業 所 を 有 す る こ と と な

る 日 の 属 す る 事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度 の 前 年 度 （ 区 域 外 事 業 所 を 有 す る こ と と な る 日 の 属 す

る 事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度 が 指 定 を 受 け よ う と す る 事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度 で あ る と き

は 、 当 該 有 す る こ と と な る 日 の 属 す る 事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度 ） に お け る 本 店 又 は 主 た る 事

務 所 及 び 区 域 外 事 業 所 以 外 の 事 業 所 に お い て 常 時 使 用 さ れ る 従 業 員 の 数 以 上 で あ る と 見 込 ま れ

る こ と 。

第 十 七 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

２ 前 項 に 規 定 す る 区 域 外 特 定 事 業 所 と は 、 区 域 外 事 業 所 で あ っ て 、 次 条 第 二 項 の 指 定 法 人 が 第 十 九

条 第 一 項 又 は 第 七 項 の 規 定 に よ り 認 定 地 方 公 共 団 体 に 提 出 し た 申 請 書 に 記 載 さ れ た も の を い う 。

第 十 九 条 第 七 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

こ の 場 合 に お い て 、 指 定 法 人 は 、 当 該 変 更 後 の 別 記 様 式 第 五 の 四 に よ る 申 請 書 及 び 同 項 各 号 に 掲 げ

る 書 類 に 、 当 該 変 更 の 内 容 が 分 か る 書 類 を 添 え て 、 こ れ ら を 認 定 地 方 公 共 団 体 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。
第 二 十 二 条 第 七 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

こ の 場 合 に お い て 、 指 定 事 業 者 は 、 当 該 変 更 後 の 別 記 様 式 第 六 の 四 に よ る 申 請 書 及 び 同 項 各 号 に 掲

げ る 書 類 に 、 当 該 変 更 の 内 容 が 分 か る 書 類 を 添 え て 、 こ れ ら を 認 定 地 方 公 共 団 体 に 提 出 し な け れ ば な

ら な い 。

第 二 十 五 条 第 七 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

こ の 場 合 に お い て 、 指 定 会 社 は 、 当 該 変 更 後 の 別 記 様 式 第 七 の 四 に よ る 申 請 書 及 び 同 項 各 号 に 掲 げ

る 書 類 に 、 当 該 変 更 の 内 容 が 分 か る 書 類 を 添 え て 、 こ れ ら を 認 定 地 方 公 共 団 体 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。
別 記 様 式 第 五 の 一 を 次 の よ う に 改 め る 。

別記様式第５の１（第18条関係）
復興推進事業に関する実施状況報告書

年 月 日
認定地方公共団体の長の氏名 殿

指定法人の名称及び代表者の氏名 印
東日本大震災復興特別区域法第40条第１項に規定する指定（ 年 月 日付け）を受けた復興推進
事業（以下「事業」という。）の実施状況について、同条第２項において読み替えて準用する同法第37

条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

１．事業の内容
\ 日本標準産業分類における業種
] 資本金の額
^ 常時使用する従業員の数

７．資金の調達に関する実績
\ 指定法人事業実施計画期間全体における事業の実施に要する資金額 総計〇〇百万円
] 年度別内訳
Ë 〇〇年度
ü 資金調達実績額 小計〇〇百万円

˜
�


		2014-03-30T14:51:23+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




